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二次冷却系統の冷却塔倒壊(法令報告)に係る 

「同種の冷却塔の対応」の現状等について 

 

日本原子力研究開発機構では、令和元年12月20日に「JMTR(材料試験炉)二次冷却系

統の冷却塔倒壊について(第2報)」を提出しました。 

当該報告書に記載した事象発生場所の安全管理につきましては、令和2年1月27日に

倒壊した二次冷却系統の冷却塔のがれき撤去が終了し、冷却塔の基礎部のみの状態とな

りました。基礎部については、原子炉施設保安規定に基づく保安のための巡視及び点検

により管理するとともに、撤去物は廃止措置の中で順次廃棄していきます。 

同種の冷却塔であるUCL系統の冷却塔については、法令報告(第2報)の添付資料６に

記載した通り、当該冷却塔倒壊に係る原因分析に基づく調査を進めています。現在、UCL

系統冷却塔の構造計算、木材の健全性調査、使用環境等の調査及び気象データの調査は

ほぼ完了し、本調査結果を踏まえた点検方法の見直し、補修・交換の検討及び小型設備

への取替えの可能性についてまとめているところです。 

これらの状況について、下記の別添資料にて、本日の面談で説明いたします。 

 

別添１：二次冷却系統の冷却塔のがれき等の撤去状況(写真) 

別添２：「JMTR(材料試験炉)二次冷却系統の冷却塔倒壊について(第2報)」 

 添付資料６ 同種の冷却塔への対応 

 

以 上 
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添付資料 6 

 

同種の冷却塔への対応 

 

1. UCL系統冷却塔の概要 

JMTR には、二次冷却系統冷却塔と同種の冷却塔として、二次冷却系統冷却塔と

同時期に設置された木造の冷却塔である UCL（Utility Cooling Loop）系統冷却塔

がある。 

UCL系統は、図 1に示すとおり、循環ポンプ、揚水ポンプ、高架水槽、冷却塔等

の機器から構成され、原子炉付属の次の各設備から熱を冷却水にとり、この熱を冷

却塔を用いて大気に放散するために運転されている。 

   (1) ループの終段冷却系 

   (2) 炉外試験設備 

   (3) ディーゼル発電機 

   (4) 空気圧縮機 

   (5) 制御棒駆動装置 

各設備を冷却し加熱された水は全て UCL 系ポンドに戻される。UCL 系ポンドと

UCL系統冷却塔との間に水を循環させて必要な除熱を行い、冷却された水は UCL系

ポンドから所定の圧力で各設備へ供給する。このように本系統は冷却塔循環回路と

各設備への冷却水補給回路が分離され、圧力調整装置として高架水槽を有している。 

二次冷却系統冷却塔とは異なり、UCL系統冷却塔は 1基のセルのみで構成されて

いる。一方、二次冷却系統冷却塔及び UCL 系統冷却塔は、JMTR の建設当初の昭和

43 年度に建設され、ほぼ同時期に補修・交換が行われている。現在の UCL 系統冷

却塔は、平成 11 年度に、当時主構造材の腐食、アンカーボルトの減肉・腐食が確

認されたためセル塔体部、ファンスタック部及びアンカーボルトの更新を行った後、

平成 30 年度には耐用年数の長期化を図るためセル塔体部のトップデッキ及びファ

ンスタック部材を木製から FRP製に更新されている。 

UCL 系統冷却塔の概略図を図 2 に示す。また、主な仕様は以下のとおりである。

UCL 系統冷却塔は、東西方向で約 10m、南北方向で約 8m となっている。一方、UCL

系統冷却塔は、南側に高さ約 10m のポンプ室建家が配置されている以外は、東側、

西側及び北側には高い建家はない。なお、当時の設工認書には、二次冷却系統と同

様に建築基準法に基づいた風荷重(200kgf/m2)で評価することが記載されている。

ただし、UCL系統冷却塔は、安全上の機能別重要度分類において対象外とされてお

り、仮に UCL系統冷却塔が倒壊した場合でも原子力施設の安全上問題はない。 

     (1) 構成  冷却塔ファン：1基 

ファンスタック（FRP）：1基 

セル塔体部主構造（ダグラスファー） 
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(2) 主要寸法    縦：約 9.8ｍ、横：約 7.9ｍ、高さ：約 11.3ｍ 

(3) 機能      交換熱量 ：10 MW 

           冷却水流量：860 ｍ3/ｈ 

(4) 使用状況  冷水ポンド水温が 32℃－28℃の間で冷却塔ファン 

及び循環ポンプが自動起動・停止する。 

(5) 位置づけ    法規制区分：原子炉施設（地震荷重：水平 0.4G、 

           垂直 0.2G、風荷重：200kgf/m2） 

今回の二次冷却系統冷却塔の倒壊事象を受け、UCL系統冷却塔の健全性調査を実

施した。 

 

2. 二次冷却系統の冷却塔倒壊に係る原因分析に基づく調査内容 

UCL系統冷却塔について、本文「8.2 原因分析」に示すとおり、以下の 4つの原

因について調査を行う。 

(1) 冷却塔の特殊な構造について十分把握していなかったこと。 

UCL系統冷却塔は、メーカと情報を共有し、二次冷却系統冷却塔と同じ設計思想

で設計・設置されているものである。当時の構造計算書はメーカで保管・管理さ

れていないことから、構造計算を行い、その結果に基づき、点検を見直し、点検・

保守計画を策定する。 

(2) 実施していた点検では、木材内部の腐朽を把握できていなかったこと。  

UCL 系統冷却塔の点検は、二次冷却系統冷却塔と同様に巡視及び点検並びに施

設定期自主検査において、目視による点検を実施している。現状の UCL 系統冷却

塔の健全性調査を行い、木材内部の腐朽状態等の調査を行う。健全性調査の結果

をメーカと共有し、UCL系統冷却塔の補修、交換、補強等の計画を策定する。 

(3) 使用環境が大きく変わったこと。  

UCL系統冷却塔は、平成 11年に更新された後、約 20年間経過していること、維

持管理経験から約 30 年で更新を行っていること、JMTR 原子炉施設の廃止措置に

伴い、廃止する設備に応じて必要な冷却容量は減少していくこと等を考慮して、

使用環境の整理を行い、安全確保と合理的な維持管理を踏まえた検討を行う。 

(4) 影響が最も大きくなる風向で水平荷重（風荷重）を受けたこと。 

二次冷却系統冷却塔で調査した気象観測データ(添付資料 4 「⑫風雨の影響」)

に基づき、風向の影響について調査した。また、実際に令和元年 10月 12日に関

東・東北地方を直撃した台風 19号では、UCL系統冷却塔のデッキ部に風速計を設

置し、その風速・風向を測定した。その結果を踏まえて、「3.1  UCL系統冷却塔の

構造評価」に示した UCL 系統冷却塔の構造計算においては、東西方向及び南北方

向の風による風荷重の影響評価を行う。 

 

3.調査の進捗状況及び結果 

3.1 UCL系統冷却塔の構造評価 
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UCL系統冷却塔の構造計算を開始するに当たり、二次冷却系統冷却塔と同様に、

冷却塔の構造、寸法、重量等の基本パラメータを整理した。その結果を表 1 に示

す。本情報に基づき、計算モデルを構築し、構造評価を行う。なお、施工図及び

現場調査により、接合金物の取付け状態等を確認した。今後、構造計算の結果に

基づき、点検を見直し、点検・保守計画を策定する。 

 

3.2 UCL系統冷却塔の木材健全性調査 

(1) 針貫入試験結果 

針貫入試験は、UCL系統冷却塔の主構造部材のうち、二次冷却系統で実施した方

法と同様に基礎部筋かいの下端部(接合部)及び中央部で行った。針貫入試験で使

用した針直径は約 2mm の治具を用い、その深さを測定し、残存断面積比も算出し

た。針貫入試験の測定箇所を図 3に、基礎部筋かいの針貫入試験の結果を表 2に

示す。得られた測定結果により、測定箇所と針貫入深さとの関係、測定箇所と残

存断面積比の関係をそれぞれを図 4及び図 5 に示す。この結果、基礎部筋かいの

下端部及び中央部とも針貫入深さが 6mm～16mm の範囲であること、残存断面積比

もほとんどの箇所で 7 割以上が維持でき、ほぼ一定であることが確認できた。こ

れにより、二次冷却系統冷却塔の結果と比較して、常時運転状態である UCL 系統

冷却塔については劣化の進行度は小さいことを確認した。 

(2) 第三者機関による診断 

第三者機関による木材の健全性確認を行った。本健全性確認では、1次診断とし

て視診、打診及び触診、2次診断として高周波式含水率計、超音波測定器(ウッド

ポールテスタ)及び穿孔抵抗測定器(レジストグラフ)による計測機器を用いて行

った。測定箇所は、主構造部材である筋かい、柱、横材等の一部(基礎部及び天井

部)とした。 

UCL系統冷却塔の基礎部筋かい及び柱の診断の結果を図 6に示す。この結果、常

時運転状態であることから、一部の箇所を除き腐朽菌が定着するには至らず、明

確に腐朽が進行している状態であることは確認できなかった。一方、UCL 系統冷

却塔の上部は、雨水の影響により木材が劣化している部分が確認された。このこ

とは、UCL 系統冷却塔下部と上部でも環境が大きく異なっていることから、点検

項目については見直しが必要である。なお、劣化した木材については、早急に補

修計画の策定を行う。 

2次診断では、1次診断の結果に基づいて、測定箇所を選定し、上記の計測機器

を用いて測定を行った。 

まず、高周波式含水率は、生物劣化そのものを示す指標とはならないが、劣化

の危険性（特に腐朽）を把握するために行った。この結果、運転状態である UCL

系統冷却搭内の木材の設置箇所により、水分の分布状態が異なることが分かった。

また、超音波測定器による測定では、木材の個体差や環境起因による差異範囲内

であり、内部欠陥等における劣化の評価は困難であった。これは、調査日が雨天



178 
 

であったことから、測定箇所が含水率の高い状態であったことが考えられる。さ

らに、穿孔抵抗測定器による測定では、筋かいの有効断面積が 20%程度低減して

いることが示唆された。これは、針貫入試験で評価した残存断面積比とほぼ一致

していた。針貫入試験で評価した残存断面積比では、接合部と中央部でほぼ同じ

であった。これらの結果を踏まえて、今後、点検内容の検討を行う。 

 

3.3  UCL系統冷却塔の使用環境調査 

UCL系統冷却塔は、平成 18年 8月の JMTR運転停止以降、常時運転状態であり、

UCL 冷却系統冷却塔の使用環境に大きな変化はない。廃止措置認可後、廃止措置

第 1段階では工程上、直ちに使用環境が変わることがない。このため、現状の UCL

系統冷却塔の維持管理において、点検の見直し、補修、交換、補強等の計画を策

定する。 

今後、UCL 系統冷却塔は、平成 11 年の更新後、約 20 年間経過していること、

JMTR原子炉施設の廃止措置に伴い、廃止する設備に応じて必要な冷却容量は減少

すること等を考慮し、適切な時期に、UCL 系統冷却塔を小型の設備に置き換える

変更計画を策定する。 

 

3.4 気象データの調査 

二次冷却系統冷却塔で調査した気象観測データ(添付資料 4 「⑫風雨の影響」)

に基づき、風向の影響について調査した。過去 10 年間における各年の最大瞬間風

速に係るデータ(表⑫-1 及び表⑫-2)から、各年度における最大瞬間風速 20m/s 以

上は 1回/年あったが、UCL系統冷却塔については倒壊はしていない。 

一方、UCL系統冷却塔の南側にはポンプ室建家があり、JMTR敷地内の配置を考慮

すると、北方向の風が他施設への影響が最も大きくなる風向となる。気象データの

調査の結果、北東もしくは北北東の風は、10 年間で 4 回あり、今回の二次冷却系

統冷却塔の真東の風より発生回数が多いことから、調査・評価を行う。 

 

4.今後の対応 

UCL系統冷却塔について、二次冷却系統冷却塔の原因分析に基づいて、健全性調

査を開始した。本健全性調査に基づいて、点検の見直しを行うとともに、補修、交

換、補強等を行い、当面の間、設備を維持管理する。なお、これらの対応が完了す

るまでの間、台風等の強風の対策として行っている 4方向からのワイヤーロープに

よる固定は継続し、倒壊した場合の周辺への影響を軽減する（図 7参照）。 

一方、UCL系統は廃止措置の進捗状況に応じて必要な冷却能力は大幅に減少する

ことも考慮して、適切な時期に、UCL系統冷却塔を小型の設備に置き換える変更計

画を策定する。  
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図 1 UCL系統の概略図 
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図 2 UCL系統冷却塔の概略図 
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図 3 UCL系統冷却塔・筋かいの測定箇所(針貫入試験) 
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図 4 UCL系統冷却塔の筋かい部の針貫入試験結果 

 

 

 

図 5 UCL系統冷却塔の筋かい部の残存断面積比 
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図 6 UCL系統冷却塔：基礎部の劣化箇所 
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図 7  UCL系統冷却塔：ワイヤーロープによる固定（令和元年 11月 25日撮影） 

 

 

表 1  UCL系統冷却塔の主な仕様 

項 目 主な仕様 

構 造 木造軸組み 

規 模 

(外形寸法) 

塔高 11,607mm×塔幅 9,750mm×塔長 7,920mm（ファンスタック含む） 

材 料 

(主構造材) 

木製(ダグラスファー)、ファンスタック・トップデッキ(FRP 製）、 

外壁（FRP製波板） 

重 量 

(内 訳) 

冷却塔総重量： 18,948kg 

  ファンガード：478kg、ファンスタック（FRP）：782kg、ファン：536kg、 

減速機（オイル含む）：811kg、中間軸：77kg、電動機：600kg、 

機械台：660kg、塔内散水管：1,600kg、外壁（FRP）：1,200kg、 

その他（主に木材）：12,204kg 
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表 2  UCL系統冷却塔の針貫入試験結果 

 

 

備　　考

①
損
傷
の
状
態

②
劣
化
の
状
態

③
針
貫
入
試
験

（
3
回
の
平
均
）

　
１
回
目
（
㎜
）

　
２
回
目
（
㎜
）

　
３
回
目
（
㎜
）

1 筋かい １/Ｅ～F 中央 ○※１ ○※2 11.3 11.0 12.0 11.0
EW 下端 ○※１ ○※2 12.7 15.0 12.0 11.0

2 筋かい 2/A～B 中央 ○※１ ○※2 6.0 7.0 5.0 6.0
EW 下端 ○※１ ○※2 8.7 9.0 9.0 8.0

3 筋かい 2/Ｅ～F 中央 ○※１ ○※2 11.0 9.0 14.0 10.0
EW 下端 ○※１ ○※2 10.3 11.0 10.0 10.0

4 筋かい 3/A～B 中央 ○※１ ○※2 10.3 9.0 10.0 12.0
EW 下端 ○※１ ○※2 10.0 9.0 11.0 10.0

5 筋かい 3/Ｅ～F 中央 ○※１ ○※2 10.0 8.0 12.0 10.0
EW 下端 ○※１ ○※2 10.0 10.0 10.0 10.0

6 筋かい 4/A～B 中央 ○※１ ○※2 7.7 7.0 8.0 8.0
EW 下端 ○※１ ○※2 9.3 9.0 10.0 9.0

7 筋かい 4/Ｅ～F 中央 ○※１ ○※2 8.0 8.0 8.0 8.0
EW 下端 ○※１ ○※2 11.7 11.0 13.0 11.0

8 筋かい 5/Ｅ～F 中央 ○※１ ○※2 13.3 13.0 14.0 13.0
EW 下端 ○※１ ○※2 15.7 15.0 17.0 15.0

9 筋かい Ａ/1～2 中央 ○※１ ○※2 8.0 8.0 8.0 8.0
NS 下端 ○※１ ○※2 11.7 11.0 13.0 11.0

10 筋かい B/1～2 中央 ○※１ ○※2 9.7 10.0 10.0 9.0
NS 下端 ○※１ ○※2 11.7 14.0 13.0 8.0

11 筋かい B/4～5 中央 ○※１ ○※2 8.3 8.0 9.0 8.0
NS 下端 ○※１ ○※2 9.7 9.0 11.0 9.0

12 筋かい C/1～2 中央 ○※１ ○※2 12.7 13.0 16.0 9.0
NS 下端 ○※１ ○※2 12.0 15.0 12.0 9.0

13 筋かい C/4～5 中央 ○※１ ○※2 8.3 9.0 8.0 8.0
NS 下端 ○※１ ○※2 10.3 10.0 12.0 9.0

14 筋かい D/1～2 中央 ○※１ ○※2 9.0 9.0 9.0 9.0
NS 下端 ○※１ ○※2 12.7 13.0 12.0 13.0

15 筋かい D/4～5 中央 ○※１ ○※2 9.0 9.0 9.0 9.0
NS 下端 ○※１ ○※2 12.7 13.0 12.0 13.0

16 筋かい E/1～2 中央 ○※１ ○※2 10.0 10.0 10.0 10.0
NS 下端 ○※１ ○※2 10.7 12.0 10.0 10.0

17 筋かい E/4～5 中央 ○※１ ○※2 9.7 8.0 11.0 10.0
NS 下端 ○※１ ○※2 9.3 9.0 10.0 9.0

18 筋かい F/1～2 中央 ○※１ ○※2 11.7 11.0 13.0 11.0
NS 下端 ○※１ ○※2 13.7 13.0 15.0 13.0

注　記
(1)損傷の状態（○※）：目視点検において木材強度に影響する明らかな損傷が認められない状態を示す。
(2)劣化の状態（○※）：目視点検において木材強度に影響する明らかな劣化が認められない状態を示す。
(3)針貫入試験：針の直径約2㎜の治具により貫入深さを計測（貫入寸法はJIS1級孔税巻尺にて計測）

No

部
材
名
称

部
材
の
位
置

部
材
符
号

現場調査


	【公開用】別添２
	00本文等r5(黒版)
	1.図1-16
	図1　★最新版　大洗研究所白地図（R1.5.1)(法令報告用)R18
	図2　ＪＭＴＲ施設全体配置図ｒ8
	図3　二次冷却系統冷却塔概略図R10（圧縮）(ブレース、サポートに名称変更)(ファンガード追加)
	図4　二次冷却系統概略図　R16（圧縮版）
	図5　風速及び風向の時間変化、表1　風向、風速、雨量の観測結果R6（圧縮版）r2
	グラフ(使用）

	図6　二次冷却系統冷却塔の倒壊前と倒壊後の状況ｒ11（圧縮版）
	図7　破損した二次冷却系統配管R13（圧縮版）
	図8　線量当量率測定記録r10
	図9　二次冷却系配管フランジ部からの漏えいR7（圧縮版）
	図10　二次冷却系統サンプリング水測定記録Ｒ10
	図11　排風機室の破損箇所及び措置対応R9（圧縮版）
	図12　線量当量率測定記録Ｒ6
	図13　表面密度測定記録Ｒ7
	図14　モニタリングポストの指示値及び降水量　R7
	図15　立入禁止区域の設定　R7（圧縮版）
	図16　二次冷却系配管の破損箇所の養生R11（圧縮版）

	2.図17-18
	3.表1　風向、風速、雨量の観測結果R7
	4.表2　20190910規制庁説明資料添付１ 時系列R17
	5.表3r1
	6.添付資料1　材料試験炉（JMTR）の概要r4
	添付資料１
	添付資料１
	材 料 試 験 炉 (Japan Materials Testing Reactor : JMTR)は、発電用原子炉などで使用する燃料や材料を中性子で照射し、それらの耐久性や適正を実際に試験する、いわば｢原子炉をつくるための原子炉｣として建設され、昭和 43 年 3 月に初めて臨界に達し、昭和 45 年1 月に定格出力50MW に到達しました。その後、改修工事を行うため、平成 18 年 8 月 1 日に運転を一時停止するまでの約38 年間、安全かつ安定に運転を継続してきました。
	材 料 試 験 炉 (Japan Materials Testing Reactor : JMTR)は、発電用原子炉などで使用する燃料や材料を中性子で照射し、それらの耐久性や適正を実際に試験する、いわば｢原子炉をつくるための原子炉｣として建設され、昭和 43 年 3 月に初めて臨界に達し、昭和 45 年1 月に定格出力50MW に到達しました。その後、改修工事を行うため、平成 18 年 8 月 1 日に運転を一時停止するまでの約38 年間、安全かつ安定に運転を継続してきました。
	JMTR 鳥瞰図
	JMTR 鳥瞰図
	国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 大洗研究所
	国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 大洗研究所


	7.添付資料2（記録）原-36二次冷却系統冷却塔外観検査（平成30年度）（マスキング版2）ｒ6
	8.添付資料3　JMTR特定施設 巡視点検表　2019.9.8（マスキング版2）R8
	添付資料4-⓪表紙r1(黒版)
	添付資料4-①構造設計の影響r12(黒版)
	添付資料4-②_材料変更の影響r2(黒版)
	添付資料4-③_施工の問題r4(黒版)
	添付資料4-④_木材の変形の影響r2(黒版)
	添付資料4-⑤_木材の腐朽rev04(黒版)
	添付資料4-⑥⑦⑧r2(黒版)
	添付資料4-⑨_金属の腐食･変形の影響r1(黒版)
	添付資料4-⑩_コンクリートの割れ・破損等の影響r1(黒版)
	添付資料4-⑪_地震力による破損等の影響(黒版)
	添付資料4-⑫_風雨の影響r5(黒版)
	添付資料4-⑬_飛来物の影響(黒版)
	添付資料4-⑭_地震の発生の影響(黒版)
	添付資料4-⑮_竜巻（突風）の発生の影響(黒版)
	添付資料4-⑯_設備運転による過応力の影響r1(黒版)
	添付資料4-⑰_配管破損部の強度不足の影響r2(黒版)
	添付資料4-⑱_配管破損部の腐食の影響r1(黒版)
	添付資料4-⑲_足場の衝突の影響(黒版)
	添付資料4-⑳_繰返し応力の影響r1(黒版)
	添付資料5　構造評価による確認r8(黒版)
	添付資料6_UCLR4(黒版)




